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1．はじめに 

東日本大震災が発生した 2011 年から筆者は，岩手

県大槌町で，①避難所リーダーインタビュー，②仮

設住宅入居者調査，③避難行動調査，④傾聴活動，

⑤自主防災計画策定支援，⑥生きた証の聴き取りな

どを実施してきた．その中で，大槌町吉里吉里地区

における自主防災計画策定支援をした内容をここで

は報告したい．主たる内容は，①三陸の地域には従

前から防災の文化があり，そのことを再確認したこ

と，②被災後に住民と学識者の協力によって防災の

文化を再構築する取り組みをしたこと，その中で，

③死亡状況調査や避難行動調査に取り組んだことで

ある． 

 

２．対象地域について 

（１）地区名：吉里吉里地区 

 活動の所在地は，大槌町中央公民館吉里吉里分館

（〒028-1105 岩手県上閉伊郡大槌町吉里吉里２丁

目 4-1，0193-44-2221）．活動の中心となっている者

は，吉里吉里地区自主防災計画策定検討会議長・藤

本俊明，大槌町中央公民館吉里吉里分館長・芳賀博

典 大槌町消防団第三分団長・外舘竹男などである．

このほか，元分団長・芳賀衛，大槌町議会議員・芳

賀潤，町内会長・平野栄紀などが中心メンバーであ

る．これらに，アドバイザーとして，岩手大学教授 

麦倉哲，学識経験者として，岩手大学・堺茂樹，柳

川竜一，菊池義浩が加わり，防災都市計画研究所長

の吉川忠寛，早稲田大学・浦野正樹，専修大学・大

矢根淳らも加わる． 

 

（２）従来からの活動の概要 

 計画策定の範囲は，吉里吉里１丁目から４丁目の

範囲（一部に周辺地割が加わる）．対象地は，被災前

から，吉里吉里１丁目，２丁目，３丁目において，

津波避難マップを作成し，吉里吉里２丁目では，防

災倉庫を設置，独自の避難所を指定，危険個所の点

検活動や防災訓練を実施してきた． 

地区内には，昭和の大津波の体験の語り部がおり，

地元消防団 88 年史では，昭和の大津波の被災状況の

記録を残している．地区にある天照御祖（あまてら

すみおや）神社には，明治や昭和の津波に関する貴

重な資料が保存されている． 

 

（３）計画作成の状況 

被災後の 2014 年 6 月に，「吉里吉里地区自主防災

計画（案）」が作成された．その作成の経緯は，2013

年 3 月，吉里吉里地区の町内会，復興まちづくり懇

談会，消防団，教育機関などが中心となって，吉里

吉里地区自主防災計画策定検討会を発足したことに

始まる．この検討会の趣旨は，東日本大震災の教訓

を受けて，津波被害の検証や地域防災に関する学習
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を通した，住民主体による自主防災計画づくりを進

めていくことである． 

 吉里吉里地区津波防災計画は，検討会の発足と同

時期に行われた今次津波における避難行動調査（岩

手大学教育学部麦倉研究室実施）の結果を組み入れ

ながら，計 8回の住民主体の検討会で話し合われた

内容を取りまとめたものである． 

 

３．各回の検討の経過 

 第 1 回検討会（2013 年 3 月 17 日）では，はじめ

に検討会（勉強会）の発足として，自然災害の略史

と岩手県における災害対策，この先の防災に対する

考え方について学習し，吉里吉里地区における防災

上の特徴を確認した．その後，関係者の紹介が行わ

れ，計画づくりの基本方針や内容，今後の展望につ

いて検討した． 

 第 2 回検討会（2013 年 5 月 31 日）では，被災状

況と避難行動の検証をテーマに，住民主体で防災計

画づくりに取り組む意義と課題について学習した後，

3.11 の記憶と行動に関して話し合った．グループ討

議では 1～4丁目までの町内会ごとに分かれて，東日

本大震災に関する住民同士の情報共有を図るととも

に，そこから浮かび上がった地域防災上の教訓につ

いて検討した． 

 第 3 回検討会（2013 年 8 月 3日）では，地区にお

ける災害避難の課題と対応をテーマに，津波の知識

や被害のメカニズムなどについて学習した後，吉里

吉里地区における津波避難のあり方を話し合った．

地域防災力の強化に向けた課題が挙げられ，自主防

災組織とその防災計画づくりを中心とした取り組み

の方向性について検討した．また，予防期・初動期・

避難生活期の行動ルールが，検討会の当面の課題と

して確認された． 

 第 4 回検討会（2013 年 9 月 29 日）では，地域防

災に向けた地域住民による取り組みをテーマに，津

波被害の地域特性と避難方法，避難行動の流れと影

響要因について学習した後，地域防災のために住民

自身ができることを話し合った．災害対策基本法の

改正を受けて，検討会で話し合われたことの実効性

を高めること，また，「自助」を避難の基盤にするこ

とについて検討した．町政側からの参加者もあり，

住民と行政との協働について触れる機会にもなった． 

 第 5 回検討会（2013 年 11 月 24 日）では，自主防

災計画づくりに向けた図上訓練を実施した．これま

での検討会で上げられた課題や対策を踏まえ，実際

に災害が起きたときの行動について，DIG（ディザス

ター・イマジネーション・ゲーム，ディグ）と MM（マ

ップ・マヌーバー）の 2手法を組み合わせて検討し

た．DIG により災害に対する地域特性について，土

地的な条件と人的な条件を把握し，続けて MM で時間

経過を踏まえた避難行動のシミュレーションを行い，

局所的・全体的な課題を検証した． 

 第 6 回検討会（2014 年 1 月 26 日）では，第 1回

～第 5回までの成果を取りまとめて作成した自主防

災計画（案）（たたき台）について，地区住民への概

要説明があった後，計画案の内容を項目ごとに点検

した．吉里吉里地区の地域特性に適したものになっ

ているか，避難の心構えとして地区住民が共有でき

る指針になっているか検討した．また，今回は消防

団からの希望により，公助および共助の性格を持つ

消防団は単独のグループをつくり，グループ討議を

進めることとなった．地域内での協力体制を構築し

ていくため，この検討会のなかで一緒に話し合って

いく兆しが窺える回となった． 

 第 7 回検討会（2014 年 3 月 17 日）では，第 6回

で出された意見を受けて修正した自主防災計画（案）

について地区住民への報告があった後，改めて計画

案の内容を点検した．津波による被害を受けた 1～3

丁目のグループと，浸水しなかった 4丁目グループ

に分かれて，それぞれ自主防災に取り組むための基

本方針と，避難行動の各課題に対する具体的な対策

について話し合った． 

 第 8 回検討会（2014 年 5 月 23 日）では，第 7回

で 2つのグループが各々話し合った内容を照らし合

わせて，吉里吉里地区全体での共有を目指す自主防

災計画（案）として取りまとめた．最後に，参加者

がこれまでの経緯を振り返りながら感想を述べ合い，

検討会を継続していくことの必要性について確認さ

れた． 

今回作成した計画案は，住民一人ひとりが備えて

おく津波避難の指針・心構えとして，それぞれの家

庭，事業所，学校などで検討を加えてもらうための，

基本方針として位置づけられる．この先，自分たち

の避難行動ルールを考え，計画に価値を与えていく

ことが大切となる．このことについて，第 8回の検

討会では参加者たちによる意思の共有が窺われた． 

 今後は，本計画案を精査し「吉里吉里地区自主防

災計画」として策定することを第一目標に，引き続

き検討会（２年目）を継続している．２年目の検討

計画では，避難所運営，要援護者の避難支援，自動

車避難のルール，防災訓練，まちづくりとの関連性

などが含まれ，さらなる検討課題を踏まえて，計画

に改善を加える．なお，現在は住民の有志で進めて

いる検討会を継続しつつ，復興後のコミュニティに



 

 

 

応じた自主防災組織へと移行させていくこと，また，

共助による避難ルールへと発展していくことについ

て，その可否を含めて話し合いを深めることが課題

である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 自主防災検討会８回のステップ 

 

４．死亡状況調査を踏まえたこと 

（１）犠牲者の人口比率 

自主防災計画の策定にあたって，死亡状況調査を

踏まえ，地域住民と学識者が検討を重ねた． 

まず，犠牲となった人びとの数や，人口における

比率はどうか．自治体ごとの犠牲者の数や人口比率

は，かなり周知された情報である．犠牲者の数では

宮城県石巻市がいちばん多く，犠牲者の人口比率で

は大槌町は，宮城県女川町に次ぐ高い比率となって

いる．しかし，町丁別の被災犠牲者数や犠牲者比率

となると公表された統計では把握できない．独自の

調査によらなければわからない．大槌町 A 地区の被

災犠牲者数は 97 人（大槌町 1284 人），被災犠牲者比

率は，4.3％（大槌町 8.4％）である（2013 年 5 月段

階，分母は 2010 年国勢調査）． 

 

（２）属性別の死亡率について：高齢者の構成比 

災害弱者とよく言われるが，その犠牲の実態はど

うであったか関心がもたれる．しかし実際は，この

点ひとつとっても，解明はほとんどなされていない．

高齢者は，女性は，子どもは，障がい者は，外国人

その他マイノリティの人びとは，などについて，誰

が解明してくれるのだろう． 

内閣府の集計によると，警察庁資料を基にした計

算で，被災３県（宮城県，岩手県，福島県）で 2012

年 3 月 11 日までに収容された被災死者のうち 60 歳

以上の高齢者の占める比率は，65.8％である．大槌

町の被災高齢者の被災死者比率は，60 歳以上で

70.7％に及び，３県全体の比率を上回っている．A

地区では，被災三県よりもさらに顕著に，この傾向

がうかがえる．吉里吉里地区の場合，高齢者の犠牲

者の比率は，特に高く，70 歳代が 61.8％，80 歳代

以上が 30.9％となっている．高齢者の被災は，東日

本大震災被災者の特徴の一つであり，社会のもつ脆

弱性を物語るものであるが，そのことは大槌町の実

態としても確認できる． 

 

（３）属性別の死亡率について：性別 

本調査では，男女の違いはないことが判明した．

しかし，より具体的詳細に考えれば，高齢女性や特

に要介護高齢者の被災率を抑えている要因として，

高齢者入所施設の立地の要因が非常に大きいことが

わかった． 

地区内には，特別養護老人ホームがあり，この施

設での犠牲死者はない．入所者の多くは女性である．

福祉的対応により，高齢女性の安全が確保されたこ

とを示す．（もちろん，大船渡市の「さんりくの園」

のような施設ごと被災したケースもある．） 

 

（４）属性別の死亡率について：子ども 

被災死亡率について，障がい者，要介護高齢者，

子どもについては，多様なケースがあり，一般には，

比率の確定が難しいので，ひきつづき調査・検討が

必要である．子どもの被災比率も死亡率も，吉里吉

里地区では低いといえる． 

 

（５）要介護高齢者，障がい者 

NHK が実施した被災自治体への照会調査（「東日本

大震災で被害にあった障害者数」，NHK・福祉ネット

ワーク，2012 年 9 月放送）では，大槌町における障

がい者の被災率が高いことが明らかとなっている．

とくに，身体障がい者と知的障がい者は高い．NHK

作成の表に付加して人口比率を計算した． 

各種障がい者の被災前の人口比率と，障がいごと

の被災犠牲者比率とを比較したものである．NHK の

調査は，自治体ごとであるが，本調査では，A 地区

における障がいごとの被災犠牲者比率を計算してい

る．犠牲者がどのような障がいがあったかは，聴き

取り調査による．ここでの困難は，比較の比率を計

算できないこと．A 地区における従前の障がい種別

の人口比率の統計がない．それゆえ，大槌町全体の

障がい者人口比率を用いた（NHK 調査の障がい者人

口比率を用いた）．NHK の調査によっても，障がい者

の死亡率は，健常者よりも高く，大槌町では，知的

 



 

 

 

障がい者の被災率が特に注目される．A 地区におけ

る被災者のうち，足が不自由であった人の数は，現

調査時点で，９人で，被災者比 9.3％である．これ

は認定者の比率を上回っている． 

A 地区のからだの不自由であった犠牲者の比率は

9.3％（大槌町の障がい者（身体）の被災死亡比率，

6.6％）＞大槌町の障がい者（身体）の従前人口比率，

5.3％） 

9.3％＞大槌町要介護・要支援者の従前の人口比率

5.5％（同要介護３以上 2.7％） 

 同様にして，知的障がいのあった被災者の構成比

は，2.1％であるが，大槌町全体の人口比率は，0.5％

であった．人口比の４倍上回っている．また，精神

の面で問題があったと思われる人の被害者構成比は，

2.1％である．一方，大槌町全体の精神障がい者の人

口比率は，0.9％である．両者を比較するのは，厳密

には，難しい面があるが，障がいや精神の困難を持

っている人の被災リスクは高いと推定することは可

能ではないか． 

一定の保護的枠組みの中にある，子ども，障がい

者，要介護高齢者は，保護されている，少なくとも，

保護的な人的対応を受ける環境にあるといえる．し

かし，保護的環境におけるリスクもあり，場合によ

っては，集団的な深刻な被害を受ける可能性がある． 

こうした保護施設の立地や地震発生後の対応など

について，事前の防災対策も含めて，検証が不可欠

である． 

ケースでは，障がい者，要介護高齢者の安否確認・

避難支援のために被災する，避難をあきらめて結果

にゆだねるケースについてうかがったことが記憶の

底に焼きついており，重大なケースである． 

その他のマイノリティ：エスニック，貧困層につ

いて，この属性や階層については，今回の調査では

分析ができない． 

 

（６）亡くなった場所，地図からの考察 

 亡くなった方の場所を，地図から考察してみると，

以上の統計的な確率計算だけではうかがえない，社

会の脆弱性に気づくことができる． 

高齢者の犠牲の状況をみると，地域内にいる場合

が多く，たいていは，自宅もしくは近隣にいて，被

災している．高齢者と比較して，高齢者以外の年齢

層では，移動中（移動の被災）が少なくないのが特

徴的である．仕事や買い物などで仕事場や外出先に

いて，そこから自宅のある地区に戻る途中で被災す

るケースが特徴的である． 

 要介護高齢者と障がい者が被災する場合を，被災

のケースから検討したい．要介護高齢者の場合，介

護にあたる家族も一緒に被災する例が，この対象地

域だけでいくつもみられた．また，知的障がい者が

被災した例も目立つ．精神の面で困難を抱えている

お子さん（中年期のお子さん）の安否を気遣った結

果，親も一緒に被災している例がみられた． 

自宅との関係を示すために，４種類の印で場合分

けした．これでもいちばん多いのが自宅であり

（  ），その次に，移動中（△）である．次いで，

自宅外の場所（勤務先，商業施設，知人宅など）（□ ）

であり，最後に，関連死（○）である． 

 

表-1 被災場所と被災状況の分類 

類型 被災死者数 記号 

自宅で被災 65 人  

自宅外で被災 11 人 □ 

移動中に被災 17 人 △ 

関連死 4 人 ○ 

 

表-２ 被災場所と被災状況の分類（主観的な避難意識と

避難行動を加味した分類） 

類型 被災死者数 避難意識・行動

なく被災 

避難意識・行動

をとった 

自 宅 で

被災 

65 人 34 人   橙 31 人   緑 

自 宅 外

で被災 

11 人 8 人 ■橙 3 人 □緑 

移 動 中

に被災

17 人 10 人 ▲橙 7 人 △緑 

関連死 4 人 ○橙   

 

この地図で最も特徴的なのが，亡くなった場所が，

海に近い場所というよりも，海から少し遠い場所に

集中しているという点である．このエリアでは，津

波がここまでは来ないだろうと思い，避難しなかっ

たケースが多く含まれている．表-１で，非常に多い

のが「自宅」であり，次いで「移動中」，さらに「自

宅外」と続く．一見すると犠牲死者は，逃げ遅れた

方ということになる．しかし，表-２をみればわかる

ように，犠牲者の約半数は，避難の意識をもって行

動している．端的に言えば，避難したのに犠牲とな

った人が少なくないのである．こうした点は，本調

査のような，犠牲者一人ひとりを対象としたケース

調査でなければ解明できない点である． 



 

 

 

地域の災害の歴史を振り返ると，この地区は，昭

和８年（1933 年）の三陸大津波の被災の後に造成さ

れた高台移転の場所であることがわかる．山口弥一

郎がその著『津波と村』において，吉里吉里地区の

理想郷（ユートピア）として賞賛した復興の場所で

ある．ここで多くの人が被災した理由はほかにもあ

る．岩手県のハザードマップでは，津波が到達しな

いだろうと予測された場所でもあるからである． 

地区の人びとが高台と思い，ひと安心していた場

所は，想定を超えた大津波により，大きな犠牲をも

たらす場所となった．防災のまちづくりや防災の備

えという点では，詳細な検証が求められる場所であ

る．この高台は，A 地区２丁目の一角にあたる．被

災犠牲者のうち，２丁目の住民が多いのはこのため

である． 

 

（７）事例からの考察 

要介護高齢者が自宅にいるケースの問題がある．

自宅にいて，そこが浸水域で，つまり危険な場所で

あるものの，自力では安全な避難場所にまでたどり

着けないケースである．こうした人が一人で自宅に

いれば被災し，家族が避難支援すれば，家族も一緒

に被災することにもつながる．避難支援をあきらめ

て，その場を離れることなく，結果として被災状況

に寄り添うケースもみられる． 

精神的に困難をもつケースで，親（親といっても

年配の親）が，お子さん（といっても青年・中年）

の様子を見に行って，安否確認し，避難誘導しよう

と思って，親子とも被災したケースもみられる．精

神面での困難のある者については，被災比率が高い

といえる．施設に収容することはないが，自分で避

難できたかどうか，親にとって心配だからである． 

 家族関係で，要介護者や障がい者を気遣って，避

難しなかったケースや，危険域に戻ったケースは，

あわせて５組みられた．要介護者や障がい者の防災

は，家族の安全のためにも重要であることが指摘で

きる． 

 

 

 

 

図-2 大槌町吉里吉里地区における津波犠牲者のいた場所 

 



 

 

 

５．避難行動調査の結果 

（１）大槌町の避難意識・防災文化 

当方が実施した仮設住宅調査によれば，大槌町では，地

震発生後に，仮設住宅入居者の約９割の人が避難した．ま

た，避難場所・避難施設の場所を知っている人は，85％に

及ぶ．「つなみてんでんこ」に示されるように，津波防災

の意識が高い「防災文化」を持っていることが分かった．

避難行動調査では，地震発生時から津波到来時までの，10

分間ごとの居場所と移動経路をうかがい，図に示していた

だいた．あわせて，災害に関する意識調査を行った． 

 

（２）地震後の行動（地図調査の結果） 

 地震の時に，仕事などで地区外にいた人もいるが，比較

的多くの人たちは，地元のA地区内にいた．浸水域内の自

宅や近隣にいた人もいる．地震から10 分後では，移動し

ている人は，目的地へと向かっている．避難場所か自宅か

気になる所へ．移動していない人もいる．地震から20 分

後の時点で，避難場所に到達した人とそうでない人とがみ

られる．県のハザードマップでは16 分以内に避難をする

ように書いてある．ただし，このマップでは，２丁目高台

が浸水域外と想定している．津波が来た時の地点では，浸

水域にいて助かった・助けられた人がいる．この人の中に

は，ここが安全だと思った人もいる．その理由は，津波が

ここまで到達すると思わなかったからである．そこは昭和

の三陸津波被災後の高台移転地であったり，町が宅地造成

した分譲地であったり，県のハザードマップの被害想定外

の，もしくはぎりぎりのエリアであったからである．「想

定外」は，住民の独断ではない． 

 

（３）避難行動意識調査 

①避難行動が「早かった」か「遅かった」か 

避難場所（安全な場所）への到着時間に関する回答結果

で，「30 分以上」「津波の被災を受けてから」を合わせる

と2割を超える．「遅かった」と振りかえる人が三分の二

である．これを町丁目別にみると，遅かったとの回答がい

ちばん多いのが，２丁目である．２丁目は，この地区の中

では，これまで最も熱心に自主防災活動に取り組んできた

町内会であった．そのことは，独自の防災マップを作成し

たり，防災訓練を実施したり，防災倉庫を保持し，さらに

は，独自の避難所を指定していることなどに，端的に示さ

れている． 

 

 

 

 

 

 

表-３ 地震後の避難行動が早かったか―遅かったか／町丁目

別：吉里吉里地区避難行動調査（2013 年） 

地震後の避難行動 早かった 遅かった 

1 丁目 60.5% 39.5%

2 丁目 55.4% 44.6%

3 丁目 68.9% 31.1%

4 丁目 78.2% 21.8%

総計 66.2% 33.8%

 

年齢階層別にみると，「遅い」割合がいちばん高いのは

40歳代（51.7％）で，次いで30歳代（40.0％）も高いこ

とがわかる．ちなみに，性別では，ほとんど差がない． 

 

17.0%

65.9%

12.5%

8.0%

12.5%

5.7%

13.6%

18.2%

33.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

津波が来るまでにまだ時間が

あると思ったから

地震発生当時にいた場所まで

津波が来るとは思わなかったから（想定…

大切な人の安否確認を行ったから

大切なモノを取りに戻ったから

家族に要援護者がいたから

要援護者の安否確認や

避難誘導などを手伝いに行ったから

道路が渋滞していたから

避難しようとしなかったから

その他 n=98

 

図-３ 避難行動「遅かった」理由：避難行動Ａ調査 

 

②早かった理由，遅かった理由 

 避難が早かった理由では，「地震のあと，津波がくると

知っていたから」がいちばん多い．また，遅かった理由で

は，自分のいた場所まで「津波が来ると思わなかった」が

圧倒的に多い． 

 

６．災害結果を左右する社会的要因 

（１）減災要因の式と社会的脆弱性の式 

 従来からの災害要因の図式は，引き算である．自然的な

要因を放置していることにより大きな被害をもたらされ

るという前提に対して，社会的な諸次元の対策により，ど

れだけ被害を減らせるかという式である．これに対して，

社会的脆弱性の式は，掛け算である．自然的な要因（戦争

や大事故などの災害を考慮すると「直接的な災害要因」と

したほうがよい．）に対して，それを減災に導くような社

会的要因と，それを拡大に導くような社会的要因の両面が

あることを示す式である． 

ａ【「自然的要因」－ハードの整備・対策，－まちづくり

の整備・対策，－ソフトの整備・対策＝被害】 

 



 

 

 

ｂ【「自然的要因（直接的な災害要因）×社会的要因（１

＋・－社会構造的要因，＋・－地域的な要因，＋・－個々

人の諸事情・行動選択）＝結果」＝被害】であるか． 

 

（２）脆弱性の式による評価 

 脆弱性の式を，今回の被災状況に当てはめてみると，次

のようになる． 

自然の要因×(１＋・－主として行政が進めた対策（＋

ハードの整備，＋政府が進めた情報による防災，＋津波予

報，＋・－ハザードマップ，＋過去の高台移転・町が分譲

した高台），＋・－主として地域の防災文化（－消防団の

活動，－隣近所の声掛け，－共助による救助，－気になる

親戚・縁者への避難支援），＋・－未解決の防災の課題（＋

要援護者とその近親者の被災）＝被災地「A地区」の結果

が災害である．

 

 

      
高台のお寺 

 

     
さらに高台 高台の自宅 

 

    
避難所 

  

想定を超えると

いう認識無く↓   
二階へ避難 

避難路問題 

↑↓   

ハ ザ ー ド マ ッ プ

↑↓ 
  

親 族 宅 ・ 少 し 高

台 
自宅・少し高台

昭和の高台移転

↓ 

平成の高台分譲

↓ 

 町は静かだっ

た↓？ 

６ｍの防潮堤↓ 二階へ避難 ↑共助 
 

    

津波予報↓ 

情報社会↑↓ 

自宅・高台でな

い 

移動制約↓  

認知制約↓      

注：↑＝高台への避難を促進，↓＝高台への避難を抑制・制約 

図-４ 避難の階段 

 

 

７．まとめ 

以上から，この地区では，地域社会に根づいた防災文化

により，相当の減災効果が発揮されたといえる．避難行動

と並んで，救助活動や救急・救命活動も地区民により行わ

れた．消防団，民生委員，町会関係者，福祉施設関係者，

地元の医師も緊急対応に従事し，避難所を開設し運営する

のも地元の関係者であった． 

しかしながら，被災犠牲者の調査結果から，この地域社

会のもつ脆弱性が浮かび上がってきた．犠牲者やぎりぎり

で難を逃れた方の行動や状況をみると，①避難の途中であ

った，②避難が難しい状況にあった，③想定外であった（こ

こまで来ない），④他の人や他のことが気になった，など

が浮かびあがってきた．海が見えない，海から離れている，

津波警報が３メートルであった，放送が途絶えた，6.3ｍ

（A地区．大槌湾では6.4ｍ）の防潮堤がある，などもま

たリスク要因となった可能性もある．防潮堤は，いとも簡

単に破壊された． 

 逃げることが困難なために，道連れとなったとみられる

犠牲者がみられた．安全な場所から公式の避難所へ向かう

途中で被災する例もあり，避難対策の再考が求められた．

調査結果は今後，住民主導の防災計画策定に生かされるこ

ととなり，地区住民と岩手大学ほか専門家の協力により，

引き続き検討が続けられている． 
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